Bemerkungen zur methodologie der vergleiche von wirtschaftssystemen in systemen der wirtschaftspolitik (1) by 小原 久治
経済政策の体系における
経済体制比較の方法論 ( 1 ) 
小原久治
小論の目的は，経済政策の体系を構成する経済体制，経済秩序及び経済法制
の概念と限界を明確にし，経済政策の体系の比較に必要な方法論を論究するた
めに，まず「経済体制」の比較に必要な方法論を提示することである。
経済政策の体系とは， 「経済秩序と経済経過（政策目的と政策手段の体系）
に関する国家形態の一つの歴史的類型であり，しかもある特定の指導像の実践
的な刻印あるいは経済に対する国家の典型的な行動である」 ( Ein historisch” 
er Typ der staatlichen Gestaltung von Wirtschaftsordnung und Wirtscha-
ftsprozeβ （Ziel-Mittel-System), und zwar als praktische Auspr話gungeines 
bestimmten Leitbildes, oder typisches Verhalten des Staates gegeniiber 
der Wirtschaft.) iiとみなすことができる。
この経済政策の体系を方法論的に論究していくためには，つまり経済政策体
系論が経済体制，経済秩序及び経済法制のそれぞれの論述で構成されていると
考え，それらの概念と限界を比較検討することが必要である。しかし，それら
の概念は不統一のまま用いられている場合には論述としてふさわしくない。実
際，文献，特にドイツ語文献では，若干の論者はそれらの概念を同意語として
用いている。その他の論者の中でも，歴史上の様々な体制に関する「理念型J
の秩序原則を区別するために，異なった見解に基づく概念を提示している論者
がいる。
そのことに十分留意した上で，経済体制，経済秩序及び経済法制のそれぞれ
の概念と限界を明確にしていき さらにそれぞれの比較を検討していくことが
必要である。
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このような問題意識で「経済政策体系論」を論究することは一般経済政策論
の一分野を論究することであるから，この論究が一般経済政策論のより良い体
系化に役立つことになる。この点に何よりもまず経済体制，経済秩序及び経済
法制の概念と限界を明確にするだけでなく，経済政策体系論を体系的に論究す
る意義があると考える。
そこで，小論では，経済体制について，次の五つの視点から体系的に論述す
る。
経済体制を体系的に論述する場合，まず第1節では，経済体制の概念を明確
にする。第2節では，経済体制の基本構造と要素を考える。第3節では，経済
体制を把握するためには類型学的論究が肝要であるから 様々な類型学のアプ
ローチを取り上げ，その論点を要約する。第4節では，主要な文献では経済体
制がどのように論究されているかを説明する。これらの論述によって経済体制
の概念と限界を明らかにすると同時に，その概念の中身も吟味し，検討する必
要がある。第5節では，歴史上現れた経済体制の形態の特徴を記述する。
第 1節経済体制の概念
様々な論者は文献において経済体制の概念を極めて異なった内容で規定して
いる。しかし，異なった概念が提示されていことが経済体制の「概念内容」を
不明確にする大きな理由となっている。この不分明さは，本来の概念形成に必
要な経済理念，経済形態理念，経済体制理念の相違，これらの観念や理念に関
連する専門用語の使い方，専門用語形成の背景の諸事情，概念の構成要素，経
済体制論への方法論的アプローチの相違などに起因している。
そこで，経済体制の概念をぼやけた暖昧なものにしないため，経済体制の一
般的概念を規定していくことが必要である。
経済体制の一般的概念は，国民経済の経済経過における諸要素と諸要素関係
に関わる人々の行動 つまり人々の欲望充足に役立つ手段の創出を目指す人々
の行動に該当するものである。2）この場合の概念規定の仕方は，少なくとも経
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済体制全体の形成やその相違点に関連させて初めて把握できるものである。ま
た経験法則的に確認できる諸要素の相互関係を通じて経済体制の概念を把握で
きるものである。
経済体制の一般的概念を方法論的に解釈する場合，この「概念内容Jはどの
ような諸要素（制度，行動など）が経済体制の相互関係に内在するのか，また
諸要素聞のどのような諸関係が現れるのかということである。
この点に関連したとも解釈できるゾムバルト（W.Sombart）は経済体制の
概念を「含蓄のある重要な単位として現出する経済様式」 (als sinnvolle Ein-
heit erscheinende Wirtschaftsweise.) 3）と規定する。この経済様式は経済の
基本的な構成要素がある特定の形態を提示したものである。それは， 「特定の
経済意向（W irtschaf tssinn ung）を支配し，ある特定の形態（Form）を持ち，
ある特定の技術（Technik）を適用する精神的な単位として考え出された経済
様式である。」 4）このことはゾンバルトの経済理念，形態理念，経済体制理念
の根本的立場である。北野熊喜男先生は， 「経済意向というのは，経済する人
びとしたがってまたその経済活動を規定するすべての精神的なものであり，秩
序とは主観的計画の客観化せられたもの，いわば経済生活の形式であり，技術
とは人びとが外的自然を欲望に適応せしめる手段または方法であるJ5）と解釈
されている。その例には 資本主義経済体制 市場経済体制などが該当する。
北野先生は，経済体制を「全体社会の経済的機能の規則的な仕組みであ
る」6）と規定されている。この概念規定の場合は経済関係の成立動機を重視さ
れている。
さらに別な視点から，例えば，シュミット（K.-H. Schmidt）は「経済体
制とは，ある所与の法秩序と所有秩序の枠内における経済経過の組織形態と経
済構造の創出である」 7）と規定している。この概念規定の重要な構成要素は，
企業と家計の所有規範，そのための諸法律，生産構造，技術発展状態，投資活
動や労働力投入に関わる組織や制度，国民（マクロ）経済計画の存在などであ
る。
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この他の論者が規定した経済体制の概念は，第4節と注8）で記述する。 8)
経済体制の概念を一段と明確にしていくためには，経済秩序，経済法制の場
合と同様に，①生産問題（どの財がどのような場所 時期 方法で生産される
のかという問題），②調整問題（生産決定，需給決定などの調整問題），③分
配問題（財の個人間分配と財の利用に関する問題）にも着眼すべきである。
どのような経済体制の概念規定であっても 経済体制と経済政策の体系構成
の可能性との間には，相互依存関係があることを論究することが必要である。
第2節経済体制の要素と決定要因
その相互依存関係を論究するために，経済体制の要素と決定要因を考える。
1 経済体制の要素
経済体制は社会体制に含まれる体制という意味で副次体制として理解できる
場合，社会体制には様々な決定機構と競合解決機構があるので，社会体制は価
格機構と市場機構，投票，討議，審議及び特に官僚政治における階序などを前
提として存在する枠組みとなっている。
さらに，決定機構には伝統，詐欺，贈賄 闘争事故無行動及びその他に
対処する決定規範がみられる。この視点でも 純粋のいかなる際立つた特徴も
探せないというのではない。それ以上に別な形態が存在している。様々な決定
機構とは異なる透徹した混合形態が存在しているのである。
この決定機構には様々な問題点がある。9)
2 経済体制の決定要因
一般に，経済体制の基本構造は次の少なくとも五つの要因で構成されてい
る白川
① 有力な決定機構。
② マクロ経済の誘導機構と調整機構。しかも， (i）情報制度，（i）懲罰制
度，（ii）参加制度が必要である。
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③技術的知識も資源も所与であるときの生産的労働の組織と統制。
④社会的諸関係と政策的諸要素。
⑤ 個人や組織集団ないし結合に関する所有法制と規定法。
経済体制の要素と基本構造の構成要因に基づく「経済体制の基本構造Jは，
ガーレン（B.Gahlen）とその共著者が考えた図3-1で表すことができる。川
この図の場合，マクロ経済における誘導機構と調整機構は次の内容を満たす
べきものであるP すなわち，①マクロ経済の財不足の訴え，②経済主体（家
計，企業，組織集団ないし結合）の諸計画と諸行動の調整，③恒常的な経済発
展，④公正な所得分配を満たすべきものである。
経済体制に関する伝統的理論が誘導機構と調整機構の二つの機構だけを対照
する場合，しかも市場経済体制と中央管理経済体制を対照する場合には，何が
区別されているのであろうか。
決定機構
（市場機構，
価格機構，
投票，討議，
階序など）
図3-1 経済体制の基本構造
誘導・調整機構
生産的労働
（技術，生産手段）
組織構造
（家計，企業，
組織集団な
いし結合）
資料： Gahlen,B. u. a. , Volkswirtschaftslehre. Eine problemorientie-
rte Einfilhrung, Miinchen 1976, S. 24 （ガー レン， B. ほか『国民
経済学 一一問題演習式概論－.］ミュンヘン， 1976年， 24頁）．
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経済体制の類型学に関する文献ωでは，誘導機構と調整機構の幅広い諸形態
が区分されている。例えば，シュミットは，
① マクロ経済策定の市場経済体制（das global gesteuerte marktwirtsch-
af tliche System) , 
② 部門別策定の市場経済体制（das sektoral gesteuerte marktwirtschaf-
tliche System), 
③ 中央策定的集団経済体制（das System der zentral gesteuerten Grupp-
enwirtschaft), 
④ 地方分権的集団経済体制（das System der dezentral gesteuerten Gr-
uppenwirtschaf t), 
⑤ 中央誘導管理経済体制（中央管理経済体制） ( das System der zentral 
geleiteten Verwaltungswirtschaft oder der Zentralverwaltungswirt-
schaft) 
の五つの経済体制に区別している。14)
これらの5区別のうち，特に①のマクロ経済策定の市場経済体制の特徴は，
市場に関するミクロ経済関係の誘導と調整が本源的に行われる点にあるが，国
家の経済政策がマクロ経済の循環量に大局的な影響を及ぼす点にもある。
②の部門別策定の市場経済体制の場合の特徴をみれば， ミクロ経済的決定の
誘導と調整は国家の指示で策定した経済計画が経済部門の構造と部門別経済発
展に及ぼす影響し＝かんによって左右されるという点にある。この場合に関連す
る基礎理論は市場経済論の仮説である。この仮説間に撹乱要素がなければ，家
計（消費者）の行動は最適選択に基づく行動となる。その上，経済が目指すこ
とは安定均衡を図ることであると仮定できる。
近年の経済学は，誘導機構と調整機構となっている市場機構の貢献能力がそ
の機構の限界を画策することを示している。しかも 特に次の少なくとも四つ
の市場機構の限界日）を再確認しておくことこそ市場機構の貢献能力を高めるた
めに重要なことである。
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① 競争の不完全性（個々の市場参加者や組織集団ないし結合の勢力状態）。
② 決算原則の不成立，すなわち，公共財のように個人が公共財の価格を選
び出そうとしても，その一部は不可能である。
③情報制度とコミュニケイション制度の限界（不完全な情報，操作された
情報，誤って伝えられた情報など）。
④ 家計の決定は分配状態、や環境状態に依存すること。
これらの限界に従って，外部効果の不完全な内生化があれば，つまりその原
因の所在を突き止める場合には，市場はあらゆる決定効果を内生化しないもの
である。従って，経済的決定の計画と遂行に参画し 政策手段を策定する集団
を形成する必要がある。そのような集団は組織集団ないし結合，政党，地方公
共団体など社会の上位に階序された総体である。これらは経済政策を決定する
ための計画の策定だけでなく その遂行を共同で行うものである。
経済政策の決定面は，ライポルト（H.Reipold）に倣って16）図3ー2で描
くことができる。この図は，生産手段の私的所有と部分的な集団所有のもとで
経済的決定を分権的に計画して遂行する場合に成り立つものである。
そのほか，所有法制を作り，政策決定に関連するのは主管官庁であり，調整
機構であるから，主管官庁や調整機構が異なる場合には，異なる経済体制を想
定できることになる。換言すれば，様々な形態、の私的所有と集団所有，調整機
構となる市場，討議及び中央（国家）の計画様式，決定機構となる個別経済，
組織集団ないし結合及び政策決定を行う主管官庁がいずれも異なるので，異な
る経済体制の基本類型を想定できるわけである。
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経済政策の体系
経済的影響の
波及
図3-2 経済政策の体系と経済体制
経済政策的効果
経済的成果
国家
ノ＼
討議機構 選挙機構
↑ 
経済政策的・経済的要求ないし要請
（要求ないし要請，補助）
討議機構
民間部門と公共部門 価格機構
経済政策的・
経済的な
公共財の配分
家計部門
資料： Schmidt,K. -H., Wirtschαftspolitik, Stuttgart 1979, S. 84 
（シュミット， K.-H. 『経済政策』シュトゥットガルト， 1979年，
84頁）．
（注） 経済体制：価格機構，討議機構 選挙機構（投票）。
諸談合：組織集団（企業結合や消費者結合などの経済に関わる団体，
労働組合など）。
このことは表3-1で概観できる。
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表3-1 経済体制の基本類型
支配的な 個別経済の 組織集団の 主管官庁の
所有形態 調整機構 支 西日 計 画
市 場 独占資本主義 国家資本主義
私的所有 集団討議 競争資本主義
集団契約 今日の資本主義 結合・国家資本主義
市 場 マクロ経済策定 マクロ経済策定
私的及び の市場経済 の集団経済
集団所有 部門別策定の 部門別策定の市場・構造策定 市場経済 集団経済
市場及 び
中央計画様式
集団所有 集団討議と 中央誘導的集団 中央誘導的管理中央計画様式 経済 経済
中央計画様式
資料：図3-2と同じ， 85頁。
今日の資本主義は19世紀末の工業諸国の資本主義経済体制が発展してきた経
済秩序の特徴であるとみなすことができる。その基本原則は支配的な組織集団
ないし結合の勢力の確定，経済経過における国家活動の増大である。その特徴
は，（i）経済政策決定過程における企業者結合の立場が強く，経済と国家の関
係は狭いこと，（i）組織集団ないし結合の影響を受けた国家の経済政策活動の
拡大，（ii）労働組合の分配政策活動，つまり分配闘争の存在，（iv）消費者結
合の役割の弱さ，（v）企業集中と資本集中の増大という点にある。17)
中央管理経済の特徴の一つは，政策的経済的誘導の単位である。経済経過の
最上位の誘導組織は政策的誘導の先頭に立つものである。それは諸計画（長期
計画，中期計画，短期年間計画，短期四半期計画，短期月別計画など）を設定
する場合に必要な諸目的の階序の秩序を包括するものである。
中央管理経済の一つの基本問題は，やはりミクロ目的とマクロ目的の調整化
をどのようにして図るのかということである。 「ミクロ単位とマクロ単位の利
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害の分岐が強ければ強いほど，誘導体制はますます弱く構成され，統制制度と
懲罰制度はますます鋭くならなければならないJIB）からである口
マクロ経済管理過程というのは，多様な側面と段階の管理過程である。
現行の経済体制を比較すれば，生産手段の私的・公的処理力の形態とともに，
中央からの誘導と調整の規範，地方からの誘導と調整の規範に従って諸要素は
存在していることが分かる。この意味で，経済体制を比較する場合には何より
もまず経済体制の存在価値に関連して 次の3要素の存在を仮定できる。19)
① 調整機構。
②個別経済，組織集団ないし結合及び主管官庁の諸計画。
③ 生産手段に関する所有法制。
仮定①について。調整原則は，市場経済の調整原則（個別経済の自己調整），
利益均衡の調整原則，中央管理経済の調整原則である。
仮定②について。この計画は副次的調整問題を抱えている。つまり，個別経
済行動はマクロ経済の諸目的をどのように下位に階序づけるのかという調整問
題である。
もう一つの副次的調整原則は，（i）個別経済計画の自由（純粋市場経済），
(i）指令的中央計画（中央管理経済） (ii）経済経過の市場経済調整的誘導
（誘導市場経済） , (iv）経済改革で、表すことができる。
仮定③について。生産諸要素は生産手段と財産の私的所有及び市場経済の交
換過程に基づいて討議や国家の経済計画の中で使われている。
経済計画の形態は，総じて次の5形態に区分することができる。20)
①秩序政策的計画（経済法制）
②経過政策的計画（経済経過）
③ 経済諸量の計画（マクロ経済諸量，部門別諸量，ミクロ経済諸量）
④指令的計画ないし命令的計画（指導方向，指向データ）
⑤経済政策の計画の歴史的形態（自由市場経済，誘導市場経済，中央管理
経済）
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経済計画の現実の形態については 実際には何よりもまず二つの仮定を設け
ておくべきである。すなわち，（i）経済計画の歴史的基本形態は経済体制と社
会体制の様々な基本類型の混合である。（i）経済計画の歴史的基本的形態は経
済体制の特定の基本形態の特別なものである。しかし，この議論の場合には，
経済計画の具体的な形態が経済体制と社会体制の枠内で歴史的に著しく変化し
ていることに注目すべきである。
第3節 経済体制を把握するための類型学のアプローチ
経済体制を把握するためには，既述の経済体制の決定要因と要素の考究だけ
でなく，さらに類型学のアプローチを吟味・検討することが必要で、ある。
経済体制の比較に関する議論の概略と論点
経済体制の比較については，これまで様々な議論がなされてきた。この議論
は類型学のアプローチそのものであるから，そのアプローチの概略と論点を以
下において説明する。
既述のように，経済体制の中核を成す調整機構には混合がある。この混合は
どのような要因で実際に生じるのであろうか。その要因としては，国民経済の
発展程度，その国民経済内のありのままの事実，経済政策のイデオロギー的な
参照が必要となるその時々の支配的な概念などを挙げることができる。
二元論の概念をいくつかの調整機構へ拡大すること，所有法制の様々な形態
を考慮すること，経済構造と経済経過における作用を検討することなどは，何
を表しているのか。それは実践的で具体的な経済体制が他の経済体制と同じで
はないことを表していると考えたい。21）そうであるとすれば，経済体制を比較
するだけの値打ちがある。この比較方法論のアプローチはもちろん長い間磨か
れてきており，どのアプローチにも様々な認識価値がある。そこに経済体制を
比較研究しようとする根本的な興味が湧いてくる。
この根本的な興味は第2次世界大戦以後活発になり それに対応した研究が
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促進されてきた。この研究促進の動機は現実の問題に起因した動機である。
そのうち，第1の最も古い動機は，本質的にみて様々な経済体制が異なる諸
国間の実際の貿易問題から生じたものである。
第2の現実の動機は，経済的統合政策にある。経済体制の統合を追求する度
合いが小さければ小さいほど，経済政策の概念を一様にする必要性がますます
強くなる。この点に現実の動機がある。
第3の現実の動機は，次の動機である。 1950年代のいわゆる東西間の経済競
争が激化した時代における西側の資本主義経済体制と東側の社会主義経済体制
の相違が国家の存続と発展にいかなる影響を及ぼすのかという関心事が東西の
経済体制を比較させたいという動機を生んだわけである。
その後の第4の現実の動機は，どのような経済体制が大きな経済成長率をも
たらせるのかという問題を解こうとする関心である。また，それは多数の文献
にみられる研究の動機である。
第5の現実の動機は，第4の動機の次に起きた経済体制比較の議論にみられ
る動機である。この議論では，発展途上国固有の最良の経済体制に関する問題
が1970年代と1980年代に盛んに広範な視点から議論されてきた。開発経済学の
文献では，発展途上国がロストウ（W.W. Rostow）などが精確化した「自
国の持続的成長への離陸」 (take-off into self-sustained growth )2＞をする
ためには，政治的・社会経済的諸要因を突き止めるべきであるという議論が多
しE0 
経済体制についていかなる動機があり 議論をしても，経済体制には相違点
がある。経済体制を細かい相違点で比較すれば，想定できる経済体制の数は増
えるから，また既述の構成要素，とりわけ含蓄のあるイデオロギー的な構成要
素いかんによって異なった経済体制を構成できるので，経済体制の比較方法論
上の問題も多いことになる。そのため，大抵の論者は経済体制の比較方法論上
の諸問題を検討している。
経済体制を今日通常理解されている意味で実際に比較する場合には，経済体
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制は現存する資本主義国や社会主義国において具体的に顕在しているので，資
本主義経済体制や社会主義経済体制だけでなく 資本主義国内の経済体制も比
較できる。この体制比較の方法に基づいて 比較的古い二元論の相互作用の中
に「副次体制」を認めることができるという議論がなされている。幻）
最近の二分法的な二元論の立場では，この二元論の概念が「矛盾論J24）で形
成されていることが分かる。この極めて重要な概念形成の基本要素がその二元
論では見逃されていると言えば過言であろうか。
とにかく，経済体制の比較には1920年代以降でみても様々なアプローチがあ
る。本質的な特徴や形態を内包する経済体制の比較の類型を考えれば，次の少
なくとも四つの比較の類型がある。お）
(1）純粋体制（理念型の体制）の比較
長い間，一般経済政策の文献，特にドイツ語文献では，市場経済と中央管理
経済の通常の対照は秩序理念の比較，つまり「経済体制モデル」の比較を意味
している。このモデルを三つ，四つの経済体制に拡張する場合にも，ある特定
の基本的な問題（例。資源配分問題，情報問題）を分析的に明示するためには，
その拡張へのアプローチは本質的にはその教訓的な価値に限定することが必要
である。この点がその比較の類型の特徴と言えば特徴である。
(2）純粋体制と歴史上の経済体制との比較
このアプローチは， ドイツ語文献では，良く議論されているが，純粋体制
（理念型の体制）と実際の経済体制の比較は，経済体制の形態を比較できるも
のは相互に比較できるという原則に反することである。反するので，歴史上の
経済体制は不完全な経済体制になることは必至である。この点については，現
実の経済体制を厚生経済学的な判断に基づいて比較することを批判する異論が
ある。お）それも経済体制の比較方法論を根底から覆すほどの決定的な異論であ
る。
(3) 歴史上の経済体制の比較
この歴史上の経済体制の比較では，特定の国の経済体制の記述の仕方が問題
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となる。経済体制の本来の比較をするためには，経済体制を構成する要素とし
て何を標徴にするのかという意味で，標徴の一覧表，つまり標徴目録が必要と
なる。例えば，フーヴァ（C. H. Hoover）が提示した標徴目録がある。幻）フー
ヴァは日本を含めた14か国の経済体制を1957年と1959年で比較している。
1960年代の文献には，歴史上の経済体制の標徴は通常社会的標徴に基づいて
比較されているものが多い。例えば，フレイ（B.S. Frey）の論文「1960年代
の新しい政治経済学のー評価」では，経済的標徴だけでなく，政治的，社会的
両標徴も取り上げており，経済体制の形態比較を叙述するのに役立つか否かと
いう視点からも，各標徴の評価を試みている。
(4）類型学による経済体制の比較
この類型学に基づく経済体制の比較には，次の2の4アプローチがある。
2 経済体制を比較するための類型学の4アプローチ
経済体制の形態を比較するための類型学として重要な 4アプローチを取り上
げて要約し，批判も加えて記述する。
(1) 第1のアプローチ：生産手段の所有関係と経済体制の関連性を論じたア
プローチ
生産手段の所有関係と経済体制の関連性を考える場合 次の表3ー 2のよう
に，経済体制の四つの可能な組合せができる（表3-2 ) 0 29l 
表3-2 経済体制の四つの可能な組合せ
高；~ 市場経済体制 中央管理経済体制
私的所有 資本主義的市場経済
資本主義的誘導経済
（計画資本主義）
公的所有 社会主義的市場経済 社会主義的中央管理経済
資料： Tuchtfeldt,E., , Wirtschaftssysteme“， HdWW, Bd. 9, Tiibingen 
1988, S. 342. 
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資本主義的市場経済は大抵の国の通常の経済体制である。社会主義的市場経
済は特定の国の経済体制である。資本主義的誘導経済は生産手段の私的所有と
国家の誘導を結びつけた経済体制である。計画資本主義は，戦時中の経済体制，
特定の産業を重点的に発展させようとする経済体制である。例えば，我が国の
戦後の経済復興策となった傾斜生産，発展途上国の産業発展策が該当する。こ
のような比較的単純な 4区分は 調整体制を生産手段の様々な所有形態と組み
合わせることができることを示すものである。いずれの区分にしても，歴史上
形成された経済体制の場合は，経済体制がどれか他の発展法則に従わず，国家
の政策決定から形成される経済体制であることを表している。
類型学の中には啓発的な性格のものも当然、ある。クローテン（N.Kloten) 
が展開した類型学はまさにそれに該当する。クローテンは三つの経済体制，すな
わち，自由流通経済（freieVerkehrswirtschaft）と名づけた市場経済（Markt-
wirtschaf t），誘導市場経済（gelenkte Marktwirtschaf t），中央誘導経済
( zen tralgelei tete W irtschaf t）と三つの所有秩序の形態，すなわち，私的所有
( Priva teigentum），私的・公的所有（PrivatesundるffentlichesEigentum), 
公的所有（るffentlichesEigentum）を組み合わせている（表3-3）刻。
表3-3 クローテンの経済体制
経済体制
私的所有
私的・公的
所有
公的所有
自由流通経済体制
の組合せの領域
中央誘導経済体制
資料： Kloten,N., ,,Zur Typenlehre der Wirtschafts劃 undGesellschafts-
ordnung“， Ordo, Bd. 7, 1955, S. 135 （クロー テン， N.「経済秩
序及び社会秩序の類型学について」， 『オルドJ第7巻， 1955年， 135
頁）．
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この表3-3では，歴史上の経済体制を把握するためには，理念型の体制は
現実の様々な領域に広がる経済体制を区別する境界に位置づけられる体制とし
て明示されている。そのため この図は興味のある展望を示している。
このような生産手段の所有関係と誘導機構を相互に組み合わせようとするア
プローチは，私的所有，共同経済的所有及び公的所有とともに，さらに他の所
有形態（協同組合など）の存在を標徴とみなしたアプローチである。
誘導機構も，ピュッツによれば，個別計画の純粋の分権的調整ともっぱら中
央集権的調整の聞の広範な経験的空間において資源配分作用や所得分配作用が
及ぼすミクロ策定（Mikrosteuerung），メゾ策定（Mesosteuerung），マクロ
策定（Makrosteuerung）の多種多様な導入制lこよって区分できる。国家の新
しい政策決定は，個別組織形態，組織集団ないし結合の組織形態であって，歴
史上に現れた最高の複雑な網状組織を表している。
(2) 第2のアプローチ：調整体制の混合形態
「調整体制jという概念には調整体制の構成要素である先述の「調整機構」
が含まれている。調整体制に関する抽象化の度合いも具体化へ向けようとする
方法も経済体制の類型形成の場合に用いられている。このアプローチの「調整
体制の混合形態」 ( Mischformen von Koordinationssystemen）は市場経済
にも中央管理経済にも適用されている（図3-3）。32)
図3ー 3 調整体制の混合形態
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資料： Tuchtfeldt,E., a. a. 0., S. 343. 
（注） 「集中度と所得が制限された市場」とは，寡占市場，独占市場，組
織集団ないし結合の一致投資の部分的抑制，一部の産業の固有化な
どを意味する市場である。
「中央誘導を緩めた形態Jとは，消費選択の自由，職業選択の自由，
労働の自由，財産所有の自由，消費財産業の市場指向性，農業・手工
業・商業などを意味する形態である。
①市場経済の場合経済体制（後述の経済秩序の場合も）に内在する調
整体制の構成要素と構成条件は十分に把握されていない。そのため，もう一つ
の市場構造として不完全競争市場特に寡占市場か独占市場を考慮する必要
がある。そうすれば，あらゆる市場が完全競争市場とみなす「自由市場経済」
の理念型はいわば純粋市場ではないと考えることができる。常に市場経済体制
を問題視する必要があるわけであるが市場成果のみは修正できるものである。
寡占市場の場合，またその市場に対応する場合には，その時々の特定の条件
があるが，潜在的な競争状況を支配できるか，カルテル（企業連合）かカルテ
ルに似たものを形成できる。
独占市場の場合には独占企業は需要関数の枠内で条件を広く課することが
できる。
「組織集団ないし結合の一致jの場合の調整体制もある。この「組織集団な
いし結合の一致」を市場形態の視点から考えれば二つの市場は一つの組織集
団ないし一つの結合に一致する。例えば，労働市場の賃金契約の場合である。
これは労使交渉において労使双方の妥結で一致した結果として賃金が決まる場
合である。市場経済の最も狭い制約は，部門別構造政策地域別構造政策の枠
内における投資の部分的抑制策である。この政策の性格は自由な私的所有を認
めるという点にみられる。
国によっては一部の産業の固有化が断行されている。これも市場経済体制の
一部である。
② このような市場経済体制の一方では 中央管理経済体制やそのモデル
を想定できる。この中央管理経済体制やそのモデルの場合でも，消費選択の自
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由は認められている。消費者は多くの消費財を割り当てられず，国（中央の意
味）の生産決定に基づいて自由に扱える消費財を選択できる。この中央管理経
済下の選択は消費財の自由な購買行動の場合にも可能である。このほか，職業
選択の自由，労働の自由は，ひいてはそれらの自由に関連した選択行動などの
場合にも可能である。
先程の一部の産業の固有化という一つの市場経済体制が本源的な市場経済の
秩序を形成し，維持するものであれば，中央管理経済を緩めた形態として経済
体制の比較の対象にすることができると同時に市場経済と中央管理経済の聞
に介在する形態を見つけることができる。
さらに，生産手段の様々な所有関係を伴う「調整体制の混合形態」や資源配
分の視点からみた投資格差がある。他方では，市場策定が指令的なマクロ計画
と結びついている諸事情を考慮に入れておくことができる。
このようなアプローチの限界を次のように指摘する。具体的な経済体制は余
りにも複雑であるがそれでも経済体制は市場経済の諸要素と中央管理経済の
諸要素の組合せをみれば，十分に把握できる。この把握では，何よりもまず，
経済体制を形成し維持する秩序は多種多様に構成された部分秩序から成り立
つことに留意すべきである。例えば，競争政策における例外領域の問題，規制
された産業の問題，多数の市場に誘導的な影響を及ぼす様々な問題などを挙げ
ることができるがこれらの部分秩序に留意すべきである。
その一方では， 「調整体制の混合形態」の構成は具体的な現実の経済体制内
の秩序を調整する「調整体制の純粋形態」に導くようにすることができると思
われる。この現実の具体的な経済体制は不完全なものであり，欠陥があるので，
経済体制を調整可能な混合形態に転換していくことが極めて重要である。
(3) 第3のアプローチ：国家干渉主義の類型
第2のアプローチの「調整体制の混合形態」の調整問題は，別な見方をすれ
ば，この第3のアプローチを本来正しくないものとみなした場合のアプローチ
である。
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純粋の市場経済には厳密な意味の経済政策だけでなく，経済経過や経済構
造が自由に発展できる法的枠組み条件がある。この法的枠組み条件のもとで国
家は国家の経済政策活動を実践し経済は経済で動いている。このような国家
と経済の関連性について拙稿では多角的視点から考察している。お）
これに対して，純粋の中央管理経済では，国家と経済は同等視できる。特に，
発展途上国は国家による中央誘導を経済発展の方法論として形成し，多くの政
策的決定を実践している。
経済政策的にみて興味のある領域は，特に具体的な経済体制では，私有財で
も公共財でも表すことができず国家機関あるいは準国家機関が干渉するあら
ゆる市場において政策目的を設定し政策目的を達成するための政策手段を
適切に投入しようとする。このように，本来の意味では経済政策は「干渉国
家」 (Interventionsstaat）あるいは「国家干渉主義」 ( Staatsintervention-
ism us）担）を考えているとみなすことができる。
とにかく， 「調整体制の混合形態」として用いることができるのは，経済政
策の干渉主義の類型である。この類型を「集中度の程度」， 「マクロ経済の方
向性」を分類基準にして区分すれば， 「国家干渉主義の類型」 ( Typen des S-
taa ts interventionism us）は，トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）によれば，
次の図3-4のように区分できる。お）
図3-4 国家干渉主義の類型
国家干渉主義の類型
集中度
1 市場経済的干渉主義
2 組織集団的干渉主義
3 誘導経済的干渉主義
資料： Tuchtfeldt,E., a. a. 0., S. 345. 
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マクロ経済の方向性
1 厳格主義的干渉主義
2 構成主義的干渉主義
① まず最初に， 「集中度」 ( Intensitれsgraden）に基づく国家干渉主義
の類型の区分を吟味する。市場経済的干渉主義（marktwirtschaftlicheInter-
ventionismus）は，何よりもまず個別市場の調整を補助するために，個別市場
に干渉するものである。干渉は一時的性格のものであり 最終的には市場の機
能力の拡大に役立てるべきである。このことをトゥーフトフェルトは自由干渉
主義 (liberalerInterventionismus）と名づける。お） トゥーフトフェルトは市
場成果の再分配をめぐる修正も，この「国家干渉主義の類型jのもとでは一つ
の経済体制になる（経済秩序にもなる）と主張するのである。
組織集団ないし結合の経済的干渉主義は，経済的な性格がみられる組織集団
ないし結合が国家の経済政策の補助機関として果たす職務に表れている。そこ
には，主管官庁にも課すべき特定の課題を転付している。この干渉の集中度は
通常市場経済的干渉主義の集中度よりも強い。例えば，強制カルテルである。
この場合の干渉の集中度の強さは 「強制カルテルJの概念を説明すれば，
一段とはっきりする。その前に，カルテル（Kartel. cartel. 企業連合）とは
何か。それを説明する必要がある。
カルテルとは，同じ産業内の各企業が企業連合というグループを結成して，
結成に加盟した企業の生産物価格，生産量，販売量を協定し，グループ全体の
独占力を発揮しようとすることを結成目的としたものである。価格カルテル，
販売条件カルテル，生産制限カルテルなどがある。
強制カルテル（Z w angskartell. coercive cartel ）とは，カルテルを結成し
たいという企業からカルテルの申請ないし届け出がなくても，国家が国家権力
で強制的に結成させるカルテルである。戦争中の戦時経済期，景気の恐慌期に
しばしば採られる産業政策である。戦後の我が国では カルテルの結成は独占
禁止法（1947年制定の「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律。そ
の後改正されている。）で原則として禁止されている。しかし，同法の適用除
外を受けた不況カルテル（緊急避難的な不況対策）や合理化カルテルについて
は，カルテルを結成していない少数の企業が妨害して中小企業の安定経営や発
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展に著しい支障があると認められた場合には，中小企業基事法（1963年制定。
中小企業政策の憲法と言われる法律。その後改正されている。）に基づいて，
国家が強制的に干渉して規制命令を発することができることになっている。
「組織集団ないし結合の一致」の場合にも簡単に説明する。
経済体制内の経済構造をどこで市場動態に即して維持すれば良いのであろう
か。 「組織集団ないし結合の一致」のためには，強大な方策の確立が必要であ
る。この一致に関連する誘導経済的干渉主義は農業部門や戦時経済の場合に該
当する。
② マクロ経済の方向性に基づく国家干渉主義の類型の区分
この区分は，国家干渉がマクロ経済的にしかも事後的に企てられているのか，
マクロ経済的にしかも事前的に企てられているのか，マクロ経済的にしかも事
後的に計画されているのかという場合に可能である。 1880年代以来，個別市場
へ干渉するための実践的経済政策は，国家がミクロ経済的に指向し，事後的に
策定し，実践してきたものであるとともに，市場機構が十分に機能していない
場合に策定し，実践してきたものであるo'XI) 国家が干渉に修正を加えた結果，
かえって集中度が強大になった場合には国家の干渉は市場経済に望ましくな
い副作用（オーム［H.Ohm］やメーラァ［F.Mehler］の表現を借りれば，負
の副次効果［negativerEffekt der Nebenwirkung］お））をもたらせる干渉の
悪循環を誘発することになるであろう。その悪循環に陥らせないために，国家
が緩やかな市場機構を市場経済に導入するために必要な経済経過に着目するこ
とこそ必要である。
第2次世界大戦後にはケインズ革命の影響を受けた各国においてマクロ経
済的に計画した経済政策の技術が創られ磨かれてきた。この技術は原則とし
て強大な事情のもとで部門別に地域的に集計した国家干渉の確定から生まれ
たものである。このような国家の干渉技術について論究した代表的な論者は，
ケインズ（J.M. Keynes）のほかには，特にホップマン（E. Hoppmann）を
挙げないわけにはいかない。
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ホップマンは，ハイエクの「構成主義的思惟」 ( kostruktivistisches Denk-
en）に関する基本的な研究却）に倣って， 「構成主義的干渉主義」 (konstruk-
tivistische Interventionismus）の概念を刻印しそれに由来する「実用的干渉
主義」 ( pragma tische Interventionism us）あるいは「厳格主義的干渉主義」
( punktualistische Interventionism us )40＞を対照させている。 「干渉は具体的
でしかも事前的で、構成的な経済経過の秩序モデルに向けるものである。そのた
め，市場経済の理念は国家の挙行として決定的な意義の変化を受ける。国家の
挙行のもとでもはや f秩序の計画』ではなくて経済経過の一つの計画と一つ
の誘導であることが分かる。目的は・・・もはや諸原則の貫徹ではなくて，具
体的で数量的にしかも事前的に固定される諸目的を達成させるために，集団的
なそれぞれの国家の意思を実現させることである。 J41)
干渉主義の異なる類型の中には，関連性が厳格な干渉主義があり，この干渉
主義には通常市場経済的な性格がある。また，経済経過の秩序を形成し，維持
するための「構成主義的干渉主義Jは組織集団ないし結合を含めた明白な同質
性を提示している 042)
(4) 第4のアプローチ：経済様式
これまでのような類型学の諸問題を検討した結果として若干の論者は歴史
上の見解を強く強調し，第4のアプローチと考えることができる「経済様式」
( W irtschaf tsstile）の概念を引き寄せてきている。この概念を適用するのは
歴史上の発展を際立たせるためである。この意味で経済様式は「歴史学派の
段階論」と「歴史上の調整体制」の聞に位置づけられるものである。
経済様式が位置づけられる一方の歴史学派は．歴史的発展の観念を論じた段
階論（Stufenlehren）を展開した。とりわけ，リスト（F.List），ヒルデプラ
ント（B.Hildebrand），シュモッラァ（G. Schmoller）などは，段階論に経済
社会の発展に唯一の標徴ないし因果要素を取り上げている口現代の数少ない厳
格な段階論としては工業化の過程を伝統社会から大量消費時代に至るまでの
5段階に区分したロストウ（W.W. Rostow）の段階論がある。
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他方，経済様式が位置づけられる歴史上の調整体制は資本主義経済体制に内在
しているものである。
この第4のアプローチを提示した論者として，ここでは次の4人の論者を挙
げ，各アプローチの論点を記述する。
この第4のアプローチを最初に提示したのはゾムバルト（W.Sombart）で
ある。ゾムバルトは資本主義前の経済体制，資本主義の経済体制，資本主義後
の経済体制に区分し，経済意向（Wirtschaftssinnung），形態（Form) ［秩
序と組織（Regelungund Organisation）］及び技術（Technik)［行動（Verf-
ahren) Jに区分する 043）このうち経済意向あるいは主観的な精神（dersubjek-
tive Geist）とは， 「経済人の真髄を決定する目的設定，動機及び行動規
則」叫である。
ゾムバルトの2冊の著書『経済生活の秩序』 (Die Ordnung des Wirtscha-
ftslebens) 1925年と『現代の資本主義J (Der modeme kαpitalismus) 3 
巻， 1924年一1927年では，ゾムバルトは資本主義の概念も問題がないわけでは
ないがと考え，資本主義の発展のかなりの遅れに影響の残る刺激を与えてい
る045) 
さらに，経済様式の概念は，ゾムバルトに 2, 3年遅れて，シュピートホフ
(A. Spiethoff）が論文「歴史理論としての一般国民経済学J1932年において
明らかにしている 046）シュピートホフの概念規定の場合，重要な点は「直観理
論」に基づいていることである。シュビートホフはゾムバルトの標徴目録を活
かし，直観理論に基づいた多数の標徴を挙げている。
ミュッラァ・アルマック（A.Miiller-Armack）は著書『経済様式の系譜』
(Geneαlogie der Wirtschaftsstile) 1944年において「経済意向」 ( W irtschaf-
tssinnung）に関して宗教的信念を強く打ち出し， 「経済意向」それ自体が経済
行動の根本要素を成していることを強調している。47）このことは，マックス・
ヴェーバー（MaxWeber）が資本主義の根本理念ないし根本要素として考え出
した「エートス」 (Ethos）錨 を改めて気づかせることであり，注目すべきこ
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とである。ミユツラァ・アルマックの貢献は「経済意向」の宗教社会学的構成
要素を強調している点にある。それによって経済様式は様々な宗教的信念も含
めた広範な次元のものとなっている。
ゼラフィーム（H.-J. Seraphim）は著書『一般国民経済政策論』 (Theorie 
der allgemeinen Volkswirtschαftspolitik) 1955年の中の第3部B. 「経済政
策の現実の類型と新機軸としての経済的基本形態Jについて述べている。ゼラ
フィームは，①血縁，家族と結びついた基本形態的結合の体制，②国家と結び
ついた体制，③個別経済的に指向した体制，④古典的に指向した体制などを含
めた七つの経済体制を区別している。49)
多くの論者が論じている経済様式の理念はその後進展していない。理論と歴
史の基本的語離がみられる。何かの根本的な変化のため，画期的な経済様式の
標徴にはかなりの限界があり 具体的な諸問題が内在しているからである。
第4節主な文献における経済体制
経済体制は主な文献ではどのように論究されているのであろうかD 主な文献
として，経済体制論を提示しているゾムバルト（W.Sombart），レプケ（W.
Rるpke），北野熊喜男先生，ゼラフィーム（H.-J. Seraphim），ピュッツ（T.
Piitz），グロスマン（G. Grossman），トゥーフトフェルト（E. Tuchtfeldt) 
の所論を取り上げて，吟味し，検討を加えることが必要である。
これらの経済体制論の吟味と検討を通じて経済社会あるいは共同社会もし
くは多元社会の一連の構成要素を表している「理念型」に対応した「想定可能
な経済体制」をどのような方法論で体系化できるのかという問題を考究するこ
とができる。それだけではない。経済体制を構成する基本要素や経済政策の体
系要素の捉え方も考究できるし，各論者の経済体制論の比較も可能である。
1 ゾムバルトの経済体制論
ゾムバルトは2冊の著書『経済生活の秩序J(Die Ordnung des Wirt schαm 
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ftslebens, Berlin) 1925年と『三つの国民経済学 一経済学の歴史と体系－j
(Die drei NαtionαJるkonomien.Geschichte und System der Lehre von 
der Wirtschαft, Miinchen) 1930年において経済体制論を先駆的に展開して
いる。ゼラフィームに先立つこと28年と33年も前のことである。
ゾムバルトの経済体制論の主な特徴は，経済体制を構成する三つの基本要素
（経済意向，秩序，技術）に着目し，他方で「可能性」などの概念も用いて，こ
れらの要素と諸概念を基底とした三つの経済体制とその亜種を想定していると
いう点にある。
まず最初に，ゾムバルトの経済体制の概念要素を吟味・検討し，次にゾムバ
ルトが考えた経済体制の形態理念と想定可能な経済体制を説明する。
(1）経済体制の概念要素
経済体制の概念要素について吟味して検討を加えることが必要である。ソ
ンバルトは形態論の限界について詳論しているが，その際，経済という文化領
域の経済理念を考慮し文化科学から生じる諸問題にも言及している。このよ
うに，ゾムバルトが独特の方法を苦心して創り出したことはゾムバルトが考え
た国民経済学の「基本概念」と経済体制の「形態理念」から知ることができる。
この形態理念（Gestal ti dee）はゾムバルトの「経済体制理念Jの吟味を通じ
て理解できる。その経済体制理念（dieIdee der Wirtschaftssysteme）は，ま
ず著書『経済生活の秩序』において知ることができる。この著書では，ゾムバ
ルトは経済生活の単独現象と単独標徴をそれらの相関性と単位で把握できる概
念を探究した体系的方法を用いて，ゾムバルト特有の経済体制理念を叙述して
いる。
このような叙述の試みは，これまでにも国民経済学では単独現象と単独標徴
を「体制J，従って「単位」とみなす考え方ですでになされていた。しかし，
ゾムバルト以前に論究された考え方をゾムバルトは活用せず，それどころか水
泡に帰させている。なぜそうしたのであろうか。それは，一般に経済体制の形
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態理念を考える場合，経済そのもの，経済生活，経済体制，経済形態に関する
様々な概念の明確な規定と諸概念に基づいた経済体制論の理論構築の体系化を
図るべきであるが，ゾムバルトは特に経済生活に焦点をあて，経済生活を行う
人間の「主観的な精神J，経済生活の「秩序」及びその「技術」を経済体制の
根底を成す経済生活の重要な基本要素と考えたからである。つまり，ゾムバル
トは経済生活の単独現象と単独標徴ないし単独単位を整理すべきではなく，経
済という事象それ自体から また経済生活における相関性と重要な様々な単独
単位で解明できると思われる独自の分析方法と分析視点に基づいて整理すべき
であると考えたわけである。
ゾムバルトがこれまでの経済体制論の試みで唱えた主な反論は， 「体制Jの
視点，従って経済体制の形態に関する認識の単一化の視点に反論したというこ
とではない。その反論はおそらく「まったく異なる経済法制の基本的特徴は見
えてくるが，経済の基本的構成要素は見えてこない」回）という経済生活の一面
を常に表しているこれまでの経済体制論の体系化の試みに向けられたものであ
る。ゾムバルトはその試みの一面性と不十分さをいつか取り除く視点を探そう
としたわけである。この視点や反論はまだ『経済生活の秩序』では十二分に明
示されていないように読み取ることができる。しかし，その後の著書『三つの
国民経済学』では十分に反論され視点も明確に掲げられていることが分か
る。このことは，その著書のいかなる表現や概念よりも，ゾムバルト自身が国
民経済学の基本概念（Grundidee）と名づけたことに良く表されている。
直ちにこの基本概念の吟味に入ることよりもむしろここでは，ゾムバルト以
後の論者がゾムバルト独特の考え方，分析方法，分析視点の根底にある「経済
理念J (die I dee der W irtschaf t）について誤って「空間と時間を超越した理
念j (raum-und zeitloser Vernunftbegriff）日）と名づけた議論を取り上げる
ことが先決である。取り上げるのは ゾムバルトが自らの経済理念を特定の歴
史上の現象で具体化しているのに，様々な論者からは時代もところも漠然とし
た経済理念あるいは経済体制理念に基づいた経済体制論であると誤解されてい
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るので，その誤解を少しでも解くためである。他方で，なぜ誤解されたのか，
誤解を受けるような叙述展開だけでなく，分析視点，分析方法もあると筆者自
身も考えるからである。
事実， 『三つの国民経済学』の分析方法や概念規定などでは多くの意見の相
違がある。このことは何に起因しているのであろうか。それは，要するに，ゾ
ムバルトが『経済生活の秩序』の叙述以来それまでの経済体制の形態理念に
関する認識を字義どおり，従って幅広い修正や改定なく， 『経済生活の秩序』
においてしばしば異なった概念や習慣を多用したことに起因していると考える。
『三つの国民経済学』の第13章「理解J (Das V erstehen）で、極めて重要な「理
解論j （この「理解」をゾムバルトは意味把握［Sinnerfassen］であり，本質
の認識［W esenser kenn tnis］であると概念規定している。叫）をゾムバルトは
1928年以来初めて「原則上の形態」で展開している。それ以来，ゾムバルトは
それまでの見解を次のような考え方に基づいて修正する。
国民経済学の基本概念を用いてありとあらゆる経済生活の基本的特徴を表
すことが必要である。その上その特徴は経済全体の基本的構成要素で目立た
せるべきである。あるいは， 「経済の内容」 (der Inhalt der Wirtschaft）は
その基本概念を用いて創り出すべきである。この創出の努力には経済の存在学
が含まれている。このような考え方に基づいて修正しているが，このことがあ
りとあらゆる経済の本質的特徴を把握するための必要条件であることにゾムバ
ルトが気づき，十分に認識していることは， 2冊の著書で強調していることか
らみても分かる。 f経済生活の秩序』では，経済はやはり物財の創出あるいは
生計配慮で同等に扱われている053）これに対して 『三つの国民経済学』では
経済の決定の際にはゴ、ツトル流の影響を受けている。 「経済の内容Jとしては，
物財の不足と充足必要と満足自然力との永続的循環などのそれぞれの間の
区別，それも時間と空間を超越して変わることのない普遍的な区別を明示する。
ゾムバルトは「経済の内容Jを次のような普遍的なあるいは不変の基本要素
に見出している。
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① 「経済意向j (Die Wirtschaftssinnung）あるいは「主観的な精神j
(der subjektive Geist）。すなわち， 「経済人の真髄は目的設定，動機及び行
動規範を決定することである。 J54) 
② 「秩序を保つこと」 ( Geordnethei t）。すなわち，客観的で，つまり方
向を指示した比較的多くの拘束力のある計画があること。この第2の構成要素
をゾムバルトは「経済生活の形態」 (Die Form des W irtschaf tslebens）と
名づける。日）
③ 「技術」 (Technik）。すなわち，物財を創出する場合に投入する手段と
行動のことである。この技術はいわば経済経過の要素を形造るものであ
る。邸）
このような三つの基本要素を用いて ゾムバルトは本質的な経済理念（mu-
ndus oeconomicus）の要点を述べる。 『三つの国民経済学』における論理と
肩を並べるものを国民経済学の「基本概念」として導入し，その経済理念の特
殊性に再び、立ち返っている。
その「基本概念」については，経済という文化領域で生まれた人文科学や社
会科学を基礎づけるとゾムバルトがみなした国民経済学の中では，ゾムバルト
は経済体制理念（dieIdee des Wirtschaftssystems）の基底となる「形態理念」
( Gestaltidee）を用いている。この「形態理念」は「経済理念j (die Idee der 
W irtschaf t）それ自体から直接導かれるべきものである。そのため，ゾムバル
トは経済のすべてに本質的な特徴を与えたことが分かる。それによって「経済
理念jはありとあらゆる経済の基本要素，すなわち，経済意向，秩序及び技術
を明確にする極めて重要な理念ないし観念であり その時々のまったく異なる
特定の歴史上の形態も明らかにするものである。その形態を満たすものが経済
体制であるとゾムバルトは考え， 「経済体制j ( Wirtschaftssysteme）を
「経済の基本要素が常にある特定の形態を提示する経済様式，それも含蓄のあ
る重要な単位として現れる経済様式である」 ( eine als sinnvolle Einheit 
erscheinende Wirtschaftsweise bei welcher die Grundbestandteile der 
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Wirtschaft je eine bestimmte Gestaltung aufweisen. )57l と解している。
このように考え，解釈して，ゾムバルトは「経済体制」の概念を精確に規定
している。すなわち， 「それは1.ある特定の経済意向で意のままになり， 2.あ
る特定の秩序と組織を持ち， 3.ある特定の技術を用いる精神単位として把握し
た経済様式である。」 (Es ist die als geistige Einheit erfaβte W irtscha-
ftsweise, die 1. von einer bestimmten Wirtschaftsgesinnung beherrscht; 
2. ein bestimmte stimmte Ordnung und Organisation hat und 3. eine 
bestimm te Technik anwendet.）回 「この経済体制の概念は実際には最上位の
経済体制を形成する概念を規定しなければならない必要条件であるJ刷ことを
ゾムバルトは強調する。ゾムバルトの論証によれば，まず最初に， 「経済体制」
の概念は経済生活のあらゆる面を取り入れるためには， 「包括的にみて精
確J60lであり，経済理念を整えるものである。第2に，経済体制の概念は「経
済生活の歴史上の具体性を把握するためには，確定的にみて精確」叫である。
最後に，経済体制の概念は「最も原初的な経済法制から最高度に発展した経済
法制まであらゆる思考可能な経済法制に適用するためには，一般的にみて精
確」凶である。この最後の強調は必要なことではないとヴァイベルト（G.We-
ippert）は指摘するP 経済体制の基本概念はその時々の歴史上の経済理念の
具体化を把握する状態で実在するので，経済体制の概念は包括的にみても確定
的にみても精確である。その概念は必然的に一般的なものであるからである。
ゾムバルトは最も極端な歴史上の形態も経済理念で把握できることを最大限に
強調している。この概念が優れていることは， 「ある特定の時代の経済生活が
その基本的特徴においてJ悩），しかも「精神単位」として規定できるという点
にある。しかし，何よりもまず， 「その概念が歴史上の具体的な経済で経済生
活にとってもっぱら本質的な特徴を引き立たせるが，直ちにその時々の歴史上
の修正がなされることを示している。 J邸）
そうであるからと言って，ゾムバルトがこの「経済体制」の概念を用いて，
ゾムバルト以前に論究され，議論されてきた経済体制論の体制化の試みを後に
-137 (583) -
幅広く残すのか否かは，問題外のことである。
一般に，経済体制理念というものは経済を構成する基本要素をその時々の歴
史上の具体化でもたらされるということである。ゾムバルトの場合はどうであ
ろうか。ゾムバルトの「基本概念」を用いて経済理念の本質的特徴を実際に強
調することを立証する場合には，またその「基本概念」に基づいた「形態理念」
で特定の時代の特殊な経済構造を制御していることを立証する場合には，ゾン
バルトが主張したことは正当であるから， 「経済体制の形態と同様な他に役立
つ形態観」“）を提示することはできないであろう。
ゾムバルトは自らの経済理念で国民経済学を透徹し，それを学問としてふさ
わしいものにするために最も掘り下げて論証している。ゾムバルトがその形態
理念の必要条件を『経済生活の秩序』ではまだ唱えていないのに， 『三つの国
民経済学』で初めてはっきりと唱えたことは確かに興味のあることである。従っ
て，ゾムバルトの経済体制理念に対して純然たる必要条件を唱えるのは，ゾン
バルトが提示した「経済体制の形態理念」を理論的に詳しく解明することであ
る。
(2）経済体制の形態理念とその想定
これまでゾムバルトの経済体制の概念要素を吟味を通じて解釈してきた。そ
の経済体制の概念規定はその時々の歴史上明確な経済生活を把握するのに確か
に役立つものである。
これまで注目されていないが，称賛に値する経済体制理念の他の面を明らか
にする必要がある。ゾムバルトの経済体制の基本概念は歴史上具体化した経
済を把握するための補助手段のみならず，経済の形態の補助手段になるもので
ある。その基本概念をゾムバルトはその基本概念の相互関係を明確にするため
に導入した「可能性jの概念から得ていると考える。この概念をゾムバルトは
次のように説明する。
ゾムバルトは「思考可能性論」 (die Lehre von Denkbarkeiten）が「可能
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性論」， 「蓋然性論J及び「必然性論jから成り立つと考える。ここでは，
「可能性論」だけをゾムバルトの見解に従って説明する。可能性について思考
することはもともと精神の故里を持つことである。 「可能性論（DieLehre 
von M匂lichkeiten）はある実状の考え得る可能性（die denk baren Mるglich-
kei ten eines V erhal tes）についての一つの展望を示すものである。この展望は
現存の可能性を『意味の中心』に分類しなければならない場合には，展望それ
自体は一つの体系的展望でなければならない。 J67)この可能性論の定義は，そ
の展望が存在可能性を考え得ること（可能性）とただ単に同等視する場合には，
すこぶる妙を得たものではないがその可能性次第で引き立たせるものである。
可能性とはいつでもそのような実状で示されている。そのため，時々事実が可
能であることだけが客観的に可能である。この客観的な可能性については，思
考力のありのままの可能性は問題とならず事情や事物や事実のあり得る存在
方法が問題となる。飽）前述のように現存の可能性を意味の中心に位置づける
ことは， 「本質J (Wesen）概念，特に経済理念の基本概念を前提にすること
を意味する。この場合には，その可能性の検討も極めて特殊な意味の本質思考
である。このことは厳密な意味で本質思考に適合することである。 「ゾ、ムバル
トと同様に，意味（Sinn）と本質を同等視すれば，可能性の思考を意味適合
(Sinnad勾uanz）の範酵のもとに置くことである 0 j69) 
このような可能性論を根底において，ゾムバルトは，まず最初に，観念的に
「あり得る経済体制」 (mるglicheWirtschaftssysteme）について考える。ゾ
ムバルトは「経済生活の形態には含蓄のある重要な可能性があるので，極めて
多くの経済体制がある」70）と述べている。それならばゾムバルトの経済体制
の「形態」概念はすでに歴史上出現した経済体制と経済新紀元のみならず，す
べてのありそうな経済体制，それに従って近い将来出現する経済体制も適切に
把握できることを明らかにしてほしいものである。しかしそれは明らかにで
きないと思われる。歴史上の具体的な経済を適切に把握するためには，あらゆ
る思考手段が必要になるからである。
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ゾムバルトの「経済体制の形態理念」は，例えば経済様式（Wir旬chafts-
stil）の概念に比べて，多様に捉えることができるので 一般に「あり得る経
済体制」を捉えるのにふさわしい。そのため経済体制の形態理念は歴史上す
でに有用な経済体制を把握するための補助手段にとどまらず，将来のあらゆる
経済体制を分析し特に総体的にみて観念的に「あり得る経済体制」を確認で
きる補助手段を考えるのに役立つものである。この意味で経済体制の形態、理
念は「観念的にあり得る経済体制（ideell mるglicheWirtschaf tssysteme) 
の構想も取り扱う。経済という文化領域の可能性ゃあり得る経済体制を次のよ
うに扱うことが問題であって，経済という本質の可能性をそのようなものとし
て扱うことは問題ではない。両者の区別がどこにあるのかは，ゾムバルトの経
済理念の解明によって初めて明らかになるであろう。」川この場合，まず最初
に， 「観念的にあり得る経済体制Jが問題であって，その経済体制は問題では
ないという見解があるならば，それは一面的な見方である。 「観念的にあり得
る経済体制jの範囲が経済の本質からのみ決まり 従ってゾムバルトの「基本
概念」から決まる場合には，ゾムバルトが経済の本質をどのように考えたのか，
それを確認することができるであろう。
ゾムバルトは経済生活の形態の可能性を「経済のすべての基本要素の形態の
可能性に限定し， J72）その経済のすべての基本要素の形態の可能性を一致させ
ることに限定している。この可能性の概念あるいは意味を説明するために，ゾ
ムバルトは「意味理解」 ( Sinnverstehen）という概念を案出して詳説する。
ゾムバルトは『三つの国民経済学』の第13章第2節「理解の本質J (Die 
Arten des V erstehens）においてすべての「理解jは「意味理解」であるか
ら， 「理解の本質」を「純粋の意味理解」 ( reines Sinnverstehen）と名づけ，
そのような認識を用いて時間を超越したことを歴史上の（文化的な）諸現象で
捉える必要があると考える 073）そこで，その可能性を確かめることこそ， 「純
粋の意味理解Jの課題であるとソムバルトは考える。このほか，ゾムバルトが
経済の本質は何であるのかを考えること，すなわち， 「本質思考jは， 「純粋
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の意味理解」と同等視できる。この意味で，ゾムバルトの「本質思考の可能性」
は「純粋の意味理解」の思考可能性と同義である。このような思考可能性は自
明の理の側面にあって経験の側面にはないものである。
ゾムバルトが論述しているように，その「理解」の特別な本質の課題は，
「経済体制のあり得る（潜在的な）構成要素の理解」 ( das V erstandnis der 
mるglichen( potentiellen) Bestandteile des Wirtschaftssystems）向 を喚起
することである。このことで課題となるのは 「通常の一般性と抽象性におい
て説明するJ同とゾムバルトが述べていることから考えれば， 「観念的な可能
性」であることがみえてくる。この課題をゾムバルトは分析的部分と総合的部
分に分けて解決しようとしている。
「分析的部分では，経済体制のすべての構成要素に含まれる可能性を確かめ，
その本来の意味に適ったことを検討し従ってその構成要素に含まれる三つの
基本要素である経済意向（主観的な精神），経済秩序（組織）及び経済技術
（行動）の可能性を検討している。」76)
総合的部分では，重要な経済体制の形態とその個々の形態可能性との相互関
係を重視し，従ってその「形態可能性の重要な一致J( sinnvolle Vereinigung 
jener Gestaltungsmるglichkeiten）町を説いている。つまり，ゾムバルトは
三つの基本要素の観念的な可能性を追求するので三つの基本要素のその時々
の可能性が相互に一致する方法を問題にしているわけである。
両部分では「純粋の意味理解」が述べられている。ある特定の基本要素，例
えば，経済行為の精神の観念的な可能性を確認する必要がある。つまり，どの
ような「経済意向」が物事に対して人々を根本的に可能にさせるのか。これを
問題にすべきである。すべての具体的な経済意向は通常観念的な可能性に合わ
せた枠組みの中で経済行為を行わせることができるからである。
「純粋の意味理解」で導いて分析した『三つの国民経済学』において総合的
部分を変える場合には，本質的な他の課題を変えることができる。つまり，一
つの基本要素の可能性の中で変わらなければかえって個々の基本要素は相互
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に一致しないし， 「観念的にあり得る結びつきJも生じると考えても良い。こ
の「観念的なあり得る結びつきJをゾムバルトは，前述したように，その「形
態可能性の重要な一致Jあるいは「この個々の可能性で構成した重要な経済体
制J(die Zusammenstellung dieser einzelnen Mるglichkeitenzu sinnvollen 
W irtschaf tssy stem en）沼）と名づけて，この一致あるいは構成を課題としてい
る。もちろんその課題も「純粋の意味理解」から導かれるが，この課題には次
の問題点がある。一つの基本要素のどのような観念的な可能性が他の二つの基
本要素の観念的な可能性とともに同義として存在するのか。その可能性の一致
は重要ではないから，重要な経済体制も出現しない。そのため，その同義が存
在するのは三つの基本要素のその時々の可能性がある場合である。
そのような同義の基準は何であろうか。三つの基本要素のその時々の可能性
が相互に「意味適合j (Sinnad向uat）で、あり，この意味適合が一つの単位に
近寄れる場合には意味適合の現象は重要な経済体制として存在する。その可
能性がまったくない場合には一つの基本要素の特定の可能性は他の二つの基
本要素の特定の可能性を用いて一つの精神単位に，もっと言えば，一つの「意
味単位」 ( Sinneinhei t）に近寄せることができる。79）そのための基本要素の特
定可能性は相互に入り乱れて一致できないものである。存在論的視点を，また
その視点の必要性を強調するためにはそのような不一致の場合で問題となる
のは物それ自体に存在する不一致や不統一で、あって，形式論理学の反論ではな
い。個々の基本要素の「意味適合Jの現象，従って経済体制の精神単位，意味
単位は実際には非常に大きな意義を持つ要素であろうか。この「問題」が浮か
び上がる。やはり意味適合の要件を個々の基本要素間の同義を確定するための
基準にすると同時に一般に「観念的にあり得る経済体制」の形成要件にする
ことが必要である。
さらに，そのような考究はゾムバルトの意図の中にもとどまるのか否かとい
う「問題」がある。
これらの二つの問題は一つの答えで解決できる。ゾムバルトは，経済体制の
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形態理念を導入する場合と同様に，精神単位（diegeistige Einheit）それ自
体に注目しており，精神単位として把握した経済様式を語っている 080）しかし
ゾムバルトは， 「物の理解」 (Sa ch verstehen）を議論する場合には，経済体制
を「精神的に同種の単一性の単位J (Einheiten innerlich zusammengぬるrig-
er Einzelheit）創）に言及していることも明白である。また ゾムバルトは経済
体制を「意味連関J( Sinnzusammenh出ge）と名づけ，しかも特別な方法の
意味連関と，あるいは「様式連関」 ( Stilzusammenh出ge）と名づけてい
る082）この場合にも ゾムバルトは経済体制をいわばまったく特別な考案の
「意味単位Jとして認めている。
前述の「精神的な同種性」はまったく異なる基本要素がある場合であるから，
その時々の可能性が含まれるべきである。その場合じ問題となるのは，同義の
確認によって保証する「観念的にあり得る経済体制jであって，歴史上の意味
単位ではない。意味単位がない場合には三つの基本要素の特定の可能性の聞
にはどこにも意味の類似性はみられない。その可能性の重要な一致はほかに見
つけることができない。つまり，そのような矛盾した可能性の一致も観念的な
可能性のある経済体制にはみられない。 「観念的にあり得る経済体制」を一般
に実現できる場合には，何よりもまず観念的な可能性が出てくることになる。
「三つの基本要素と結びつけて考えた可能性が意味単位を形成すべきであり，
意味適合の原則を満たすべきである」制からである。
このようなゾムバルトの経済体制の形態理念に関する理論は，歴史上の具体
的な経済体制を把握するのに適切であろうか。そうでないことは明白である。
「その形態理念が観念的にあり得る経済体制を構成できる場合には，その形態
理念は経済の形態論（Gestal tlehre）にも基づいているj84）からである。
ゾムバルトは「純粋の意味理解」を述べた総合的な課題，すなわち， 「観念
的にあり得る経済体制」を確認することをまったく自明の理として国民経済学
の課題に指定している。
ゾムバルトは経済体制の形態理念を国民経済学の中心概念と考えている。こ
-143 (589）ー
のことを強調できるのは次のことを確かめることができるからである。 「経
済意向，秩序及び技術」という基本要素聞にはどのような相互関係があるので
あろうか。この相互関係は学問領域や形而上学（純正哲学）の領域で決めるこ
とではない。それは直接経済体制の形態理念で決めることである。この関係を
みないで， 「経済生活の形態の重要な可能性」邸）を確認する状態にはないので
ある。ゾムバルトが f経済生活の秩序』で提示した個々の基本要素の形態可能
性をめぐる分析では，個々の基本要素を少し論じているP この形態可能性の
確認を詳細に検討することは本来の研究に必要なことであるから，この検討を
ゾムバルトは一方では自らの著作に直接深く取り入れ他方では歴史上の実際
の経済形態と観念的にあり得る経済形態の議論に取り入れている。
この意味で，ゾムバルトの極めて注目に値する論述は，それがまったく無意
識か否か，問題点があると思えるのか否かは別として，殆ど常に三つの数字現
象，すなわち，三つの国民経済学，三つの認識方法，三つの理解方法，三つの
概念方法，三つの学問決定の概念群，三つの経済の基本要素を区別する場合に
役立つている。
「経済意向あるいは経済の主観的な精神」の可能性も技術の可能性も，ゾム
バルトは時々三つの反対命題の組みになったものとして決めている。経済の
「形態」に関連した六つの反対命題を見つけるが，前述の「秩序」と「組織」
の区別を思い出せば，そのような固定した型の三つの数字も尤もなことである。
つまり，ゾムバルトは「経済生活で設定できる異なった形態の可能性」 (die 
verschiedenen M匂lichkeitender Gestaltung, denen das Wirtschaftsleben 
ausgesetzt sein kann）聞を次の図式にまとめている。 A, Iなどの記号は原
文どおり使った記号である。
A 精神（経済意向）
I 欲求充足原則一一一一営利原則
I 伝統主義一一一合理主義
田 社会連帯主義一一一一個人主義
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B 形態（秩序と組織）
I 束縛一一一一自由
I 私経済一一一一共同経済
I 民主政治一一一一貴族政治
W 封鎖一一一解散
v 欲求充足経済一一一一流通経済
百 個人経営一一一一社会的経営
c 技術（行動）
I 経験的一一一科学的
I 定常的一一一革新的
I 組織的一一一非組織的（機械的一一一一無機的）
この図式は，経済生活のすべての基本要素で示された可能性を表し，従つで
あり得る経済体制を提示するものではない。ゾムバルトがこの図式を示した表
題は誤解を招く恐れがある。ここでこのことを強調したい。つまり，重要な経
済体制にしたい場合にはその図式に基づいて初めてその時々の同義で、相互に
存在する三つの基本要素の可能性に向かつて展望を進める必要がある。
その図式は二つのまったく異なった課題の解決方法を提示するのに役立つて
いる。一つは，歴史上の具体的な経済形態，従って歴史上の具体的な経済体制
をその特色で問いただす状態にあるということである。このことは個々の基本
要素を歴史上の具体的な経済の中で見つけようとする方法の探索を意味する。
また，その図式は同義で、相互に存在する基本要素の可能性の一致の状態にも観
念的にあり得る経済体制の構成状態にも成り立つことを意味する。
しかし，その図式が歴史上の経済の把握にも観念的にあり得る経済体制の構
成にも十分に役立つことを論証できるとは限らない。その図式の弱点は主とし
て基本要素である「形態」 （秩序づけたもの）の可能性にある。ゾムバルトは
三つの基本要素で経済生活の内容を十分に把握できるものと仮定していたので
あろう。ゾムバルトは経済行動でも さらに経済体制でも必要な「異なる可能
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性の重要な一致J槌）を次のように確証している。この「一致はすべての本源的
な経済体制であり 歴史上の具体的な経済体制あるいは観念的にあり得る経済
体制が問題となる。さらに経済体制を構成するどのような要素が前述の意味
単位の事実をより反映した要素になるのかということは，経済体制についての
展望が本質的な標徴ないし単位を際立たせ，それによって特定の経済体制の単
位を理解できることであり それどころか経済生活の根本的な体系化も目指
すJ89lことである。
「特に，経済体制の意味を理解するために考察した経済体制」叩）で成り立つ
ことをゾムバルトは次のように名づける。
① 資本主義前の経済体制（Dievorkapitalistischen Wirtschaftssysteme) 
この経済体制には様々な亜種がある。すなわち，原始社会の経済，村落経済，
大奴隷経済，大役農場経済（大隷属経済），手工業がある。
② 資本主義の経済体制（Daskapitalistischen Wirtschaftssystem) 
③ 資本主義後の経済体制（Dienachkapitalistischen Wirtschaftssysteme) 
この経済体制をゾムバルトは分類基準によって次の亜種に区別している。
(i) 誘導の重要な点に従って中央集権的経済体制（zen tralistische W i-
rtschaf tsysteme）と地方分権的経済体制（dezentralistische Wirtschaf tssys-
teme）に区別する。
(i) 計算方法に従って，貨幣経済体制（geldwirtschaf tliche Wirtschafts-
systeme）と物々交換経済体制（naturalwirtschaf tliche Wirtschaf tssysteme) 
に区別する。
(ii) 必要原則や貢献原則に基づく所得分配に従って，有償経済体制（ent-
geltende Wirtschaftssysteme）と共産主義経済体制（komm unistische Wirt-
schaftssysteme）に区別する。
資本主義前の経済体制①の区別では， 「歴史的行動は問題とならず，論理的
行動j91）が問題になるとゾムバルトは注釈をつけている。この注釈はゾムバル
トの経済体制の体制全体の特色を表し，極めて有用である。そのため，その順
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序は資本主義後の経済体制③の場合と同様に歴史的継続ではまったく何も用を
なさないことになる。
今や資本主義前の経済体制①が欲求充足体制であることは，資本主義後の経
済体制にも該当することである。一方で、は，単純で原始的に大きく異なった欲
求充足体制であり，他方では相対的に大きく異なった欲求充足体制であるにす
ぎない。それは， 「実際にまだ確証できていない経済体制について，どのよう
な範囲で純粋の思考体制で分類した特色が経済行動と相互に一致するのか否か，
あるいは観念的な統合が実現できないのか否か，すなわち，理想郷（Utopien) 
であるのか否か」92）について十分な論証も述べていないという見解である。
これに対応する注解は 『三つの国民経済学』では見つけることはできない。
注解でも明記されていない経済体制であろうとなかろうと，本質的なことは，
前述の①～③の中間の時代においてゾムバルトは幅広くより高い標徴で「純粋
の意味理解jを教えているということである。つまり， 「経済行動の可能性J
を相互に確信するのか否かは，その実現可能性が最後の基準を表すとしても，
本源的にあるいは時々やはり極めて不完全な歴史上の事実では決まらないとい
うことである。そのような基本要素の一致か不一致が本源的に決まるのは，
「意味適合」に拠るところが大きい。
このことを明白にして初めて ゾムバルトの次の論証も十分な意義が増すも
のと考えることができる。 「経済理想郷は構成要素が不一致となる一つの経済
体制である。」 ( Eine Wirtschaftsutopie ist ein Wirtschaftssystem, das 
unvereinbare Komponenten hat.）幻 この命題をゆすぶるべきではないが，
経済体制の「観念的統合Jに構成要素（前述の三つの基本要素よりも多い要素
で構成された要素群）の不一致があるのか否かについては，叱責あるいは確証
を通じて実際に教えるべきである。それにはず、っと以前から純粋の同義を用
いて教えることができる。経済体制の「観念的統合jに構成要素の不一致が含
まれる場合には同義の原則に反するため， 「観念的統合」は不可能で、あり，一
致できないことになる。まさしく「観念的に不可能なことは実現も不可能であ
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る。」 (Was ideell nicht mるglichist, ist auch real unmるglich.）悦）それ
でもこの命題に反論する必要はない。
このように考えた経済体制の「観念的統合jでは，次の結論を考えることが
できる。すなわち，ある特定の重要な経済体制は実際に確証できないから，構
成要素の不一致を示す表現と論証がある場合には，そのような結論は誤ってい
ると言える。つまり，実際に不可能なことを実際に叱責したところで，観念的
に不可能である。前述の経済体制の実現可能性と確証は，観念的な可能性が生
じるのか否か，従ってその「構成要素の重要な一致」に頼るのか否かには，左
右されないことである。その「構成要素の重要な一致Jは経済体制の実現可能
性のための観念的な単なる前提である。そのため，観念的にあり得る経済体制，
従って実際に成り立ち，歴史上も確信されている本質的にあり得る経済体制は，
実現可能性のための観念的な他の前提に基づいて実現すべきものである。この
歴史上の具体的な前提がない場合には，前述の経済体制もその構成要素の意味
が最高に適合していても つまり「意味適合Jであっても実現しないであろ
う。言い換えれば，経済理想郷だけをもたらせる経済体制は， 「構成要素の不
一致jがあるため，実現しないであろう。経済体制の観念的統合はあの特定の
時代の現実において決定する歴史上の具体的な前提従って実際の前提を欠い
ているからである。
このようなゾムバルトの論述からみれば観念的可能性と実現可能性をいか
にして峻別すれば良いのであろうか。このことを以下では問題視する必要があ
る。実現可能性を決めるためには観念的可能性を指示すべきである。観念的
不可能は常に実現しないという認識がある。この認識には格別の意義がある。
特定の経済体制の実現を具体化することは，従って特定の現実において実現し
なかった経済体制が観念的に不可能であるのかということではない。厳密な意
味では，理想的であることは観念的に不可能なことであるにすぎない。この意
味で，経済理想郷の経済体制は観念的に不可能な経済体制である。
経済体制の具体的な実現は，ゾムバルトの見解に反して極めて不完全な方
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法，すなわち， 「どのような範囲で純粋の思考体系に分類した特色が経済行動
を相互に一致させる」附のか否かについて具体化することであると解釈できる。
この点について，経済体制は「理念型（Idealtyp）に近づけてまでも対応させ
る明快さだけでは歴史（上実現した経済体制）にはならない」耐とゾムバルト
は一般的に述べている。つまり 現実の経済では常に意味のかけ離れた諸要素
（経済体制の意味に適合しない諸要素）を示すことができると言うのである。
観念的にあり得る経済体制が実現した場合に この経済体制の存在意義を「純
粋の意味理解」を用いて確認するのが厳密な「意味適合」であるが，この「意
味適合」は経済体制の実現にあてはめることはできない。この実現では構成要
素がまったく異なった経済体制とそのまま共存しないからである。このことは
ゾムバルト自身も後の著作で述べているしそのような経済体制は他の経済体
制の枠内で実現すると述べている。歴史上出現した経済体制の初期の時代は消
滅した経済体制あるいは改善された経済体制の末期の時代であり，初期ないし
末期の時代は様式の混在した時代つまり過渡期である。 j97）この過渡期の特
徴は，経済体制の構成要素の不一致の状態を鋭く感じる人間の精神が万能力で
様式の非純粋な時代から新しい様式単位を模索する点にある。 「様式が純粋の」
時代においてのみ，具体的な経済体制の個々の構成要素は十分に「意味適合」
の原則となるものである。経済体制の様式が純粋に固まる時代はいつでもその
経済体制の高度な時代である。
歴史上の具体的な経済における経済体制の実在で注意すべきことは，しばし
ば共存した，つまり意味適合に従った構成要素の不一致ということである。こ
の構成要素の不一致は一つの経済体制ではなくて経済体制の実在からみて存
在するものである。経済体制の実在では，時代というものはその「意味単位J
の原則に反する。それは，通常仮定するように人間の精神は大概まったく無
意識，十分な意味適合意味一致意味法則性などであることを狙いどころと
するが，構成要素の不一致を伴う現実の経済には経済の変更を起こさせる撹乱
と妨害が生じているからである。
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しかし， 「意味単位」そのものは歴史上の具体的な経済の場合にのみ存在す
るので，経済の個々の構成要素は「意味一致」で相互に存在する。この点に注
目すれば， 「人間の経済は経済体制なくして考えられないJ ( menschliche 
Wirtschaft ist nicht denkbar ohne Wirtschaftssystem.）部）というゾムバル
トの命題が完全に正当なものとして存在する。この意味の新しい経済体制の出
現が先行している経済体制の中で実現すべきであるというのは，一面的な見方
である。経済体制の三つの基本要素，すなわち，経済意向，秩序及び技術の概
念変化あるいはその変更がある場合には，これまで存在している「意味単位」
は無効になる。
いままで経済体制の形態理念の二つの面を記述してきた。その一つは，歴史
上の具体的な経済形態の把握に役立つことであり，そのことから観念的にあり
得る経済形態を見つけ出すことである。その場合には，経済体制の形態理念
は「歴史理論」 （例。シュピートホフ）紛の補助手段のみならず，経済の「形
態論」 （例。ゴットル・オットリーリエンフェルト）刷の補助手段，観念的に
あり得る経済形態論の補助手段ともなる。
ゾムバルトの経済体制の形態理念も必要である。ゾムバルトの経済理念は経
済体制論を構成する基本概念に影響を与えるからである。ゾムバルトの経済体
制理念は，これまで確かめたように，一つの国民経済部門だけでなく，二つの
国民経済部門で，つまり「歴史理論Jと「観念的にあり得る経済形態論」のそ
れぞれの理論構成で大いに役立つことが分かる。
「観念的にあり得る経済形態論jは，ゴットル・オットリーリエンフェルト
が提示したように，厳密な意味ではやはり経済の「形態論」ではないことを確
認できる。厳密な意味の形態論は，ゾムバルトの「観念的にあり得る経済形態
論Jである。 「観念的にあり得る経済形態論」はただ単に観念の実在となるも
のである。 「観念的にあり得る経済形態、論」から経済体制の実在に関わる形態
論への第一歩にすぎない。その厳密な科学的主張に基づく形態論を無条件に理
論的前提にするのが「観念的にあり得る経済形態論jである。すべては実現可
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能性が何よりもまず観念的に可能となるからである。ゾムバルトは蓋然性論か
ら可能性論へ導いているがこのことはゾムバルトが方法論的に少なくとも現
実の経済形態論への第一歩を是認したことを意味する。
さらに，形態論に内在する問題を検討する必要がある。ゾムバルトは経済体
制の基本概念で国民経済学を存在させるという信念を持つので，この「形態J
概念が特定の経済新紀元の歴史的特色を把握するためには固有のものであり，
「観念的にあり得る経済形態論jの形式のためのきっかけを提示している。こ
のことはゾムバルト以前の経済体制論（例。段階論）の形態理念にもゾムバル
ト後の，例えば，様式概念の提議と応用を企てた形態理念にも成り立つことで
ある。ゾムバルトは自らの「形態J概念に問題点があるのに， 「形態J概念の
改善の真価を認めないので，ゾムバルトの貢献は過大評価されている点もある。
その独創的な貢献は経済の基本要素である「経済意向Jあるいは「主観的な精
神Jを導入した点にあると考える。
しかし，その「形態J概念には大きな問題点がある。この問題点が生じた理
由を考える。その「形態J概念は二つの対概念，すなわち， 「段階J概念と
「様式」概念で把握した基本概念である。これらの概念から成り立つ「形態J
理念は，歴史上の具体的な経済形態の把握を目指すものであり，歴史的特色と
なる様式概念だけを創り出すのに成功している。しかし 「段階」概念と「様
式」概念の二つの概念を用いて， 「観念的にあり得る経済形態jを確かめるこ
とは無意味であろう。101）二つの概念を経済理念に受け入れていないからであ
る。換言すれば，二つの概念は本質には依存しないで，経済という文化領域の
存在から形成される概念である。経済という文化領域の本質が問題になってい
ることだけで，本質思考を用いて，経済という文化領域の実在の本質可能性を
決定できるものと思われる。
「経済様式」の概念はゾムバルトの意味の「本質概念」であるが，最初から
経済という文化領域の基本要素を含む本質概念ではない。 「経済様式」の概念
は本質概念である。詳しく言えば，経済という文化領域のその時々の歴史上の
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様式単位を把握するために役立つ意味概念である。そのために， 「意味適合」
を用いて，また「様式法則性」に従って，その様式に固有の「意味単位」の内
で，その時々の「様式」の内で要求することを決定できるが， 「経済様式」の
概念を用いて，経済という文化領域の実在の基底となる本質可能性を何も決定
できない。経済の存在可能性が経済に内在している場合には，一方では「経済
様式」の概念は適切なものとなり，他方では「経済様式Jは経済生活のすべて
の基本要素を把握するものである。実はこのことこそ問題点であり，弱点であ
る。 「経済様式Jの十分な考察が経済の存在学を示すことになる。経済理念を
「経済様式」の概念に取り入れる場合には，経済理念は経済体制の形態理念と
一致すると考える。
このような問題点を指摘できるが問題点をカヴァーするに十分な独創的な
経済体制論をゾムバルトは綴密な論理で展開しようと努力している。このこと
こそ大いに評価すべきことである。ゾムバルトは経済体制の三つの基本要素に
基づく経済体制の経済理念を明確にして，観念的にあり得る経済体制，つまり
想定可能な経済体制と歴史上出現した具体的な経済体制のほか，実在する経済
体制を提示している。このことがゾムバルトの経済体制論の根本的特徴である。
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